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業務及び財産の状況に関する説明書 

【令和 7年 12月期】 

 

 

 

 

 この説明書は、金融商品取引法第 46条の４の規定に基づき、全ての営業所若し

くは事務所に備え置いて公衆の縦覧に供するため、又はインターネット等で公表

するために作成したものです。 

 

 

 

ウィブル証券株式会社 
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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 

１．商号 ウィブル証券株式会社 

 

２．登録年月日 平成 19 年 9 月 30 日 

（登録番号） （関東財務局長(金商)第 48 号） 

  

３．沿革及び経営の組織 

 (1) 会社の沿革 

年月  沿革  

昭和 23年 3月  山源証券株式会社設立。資本金 100万円  

昭和 23年 8月  大阪証券取引所正会員加入  

昭和 43年 4月  1号・2号・4号免許取得  

昭和 62年 9月  3号免許取得  

平成 2年 11月  東京証券取引所正会員加入  

平成 10年 12月  1号・2号・4号免許が登録制へ移行。3号免許は認可  

平成 16年 12月  ジャスダック証券取引所取引参加者加入  

平成 17年 4月  本社を東京へ移転  

平成 17年 5月  山源証券株式会社から NIS証券株式会社へ商号変更  

平成 17年 9月  名古屋証券取引所総合取引参加者加入  

平成 17年 10月  札幌証券取引所特定正会員加入  

平成 19年 9月  金融商品取引業登録  

平成 19年 11月  宅地建物取引法に基づく宅地建物取引業者登録  

平成 20年 11月  NIS証券株式会社からヤマゲン証券株式会社へ商号変更  

平成 22年 6月  引受業務（金融商品取引法第 28条 1項 3号ロ及びハ）を廃止  

平成 22年 12月  名古屋証券取引所総合取引参加者資格返上  

平成 30年 6月  札幌証券取引所特定正会員脱退  

平成 30年 7月  ヤマゲン証券株式会社からマディソン証券株式会社へ商号変更  

令和 3年 12月  マディソン証券株式会社からウィブル証券株式会社へ商号変更  

令和 5年 4月  日本で米国株オンライン取引サービスを開始  

令和 5年 6月  国内株式取引サービスを開始  

令和 5年 7月  米国株オプション取引サービスを開始  

令和 5年 7月  本店所在地を東京都中央区銀座に移転  

令和 6年 4月  米国株信用取引サービスを開始  

令和 6年 8月  法人向けサービスを開始  
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(2) 経営の組織 

 

 

     

 

 ４．株式の保有数の上位 10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株

主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

１．ウィブルホールディングスジャパン株式会社 45,437株 100.00％ 

計      １名 45,437株 100.00％ 

 

 

 ５．役員（外国法人にあっては、国内における代表者を含む。）の氏名又は名称 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役 小島 和 有 常勤 

取締役 石 明玉 無 常勤 

取締役 王 安全 無 非常勤 

取締役 Anthony Michael Denier 無 非常勤 

取締役 Benjamin Worthy James 無 非常勤 

監査役 足立 格 － 非常勤 

   

 ６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その

他の規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、

課長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該業務を統括する者の権限

を代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

清水 貴 内部管理統括責任者 
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７．業務の種別 

(1) 金融商品取引法第 28条第 1項第 1号に掲げる行為に係る業務 

 (2) 有価証券等管理業務 

 (3) 第二種金融商品取引業 

 

 ８．本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる

営業所又は事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

本店 東京都中央区銀座六丁目 10番 1 号 GINZA SIX 

 

９．他に行っている事業の種類 

該当ありません。 

   

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

手続実施基本契約を締結している指定紛争解決機関の商号又は名称 

(1) 第一種金融商品取引業：特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

(2) 第二種金融商品取引業：特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

   

 11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

(1) 加入する金融商品取引業協会：日本証券業協会 

(2) 対象事業者となる認定投資者保護団体：特定非営利活動法人 証券・金融商品あっ 

せん相談センター 

   

 12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

東京証券取引所、大阪取引所 

     

 13．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 

   

 

 

Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

今期は、お客様のさらなる取引機会の拡大及び利便性の向上の観点から、米国株オプ

ション取引のストラテジー取引サービスや、外貨建て MMFの自動買付サービスの本格的

な取扱いを始めました。 

その結果、口座数は 76,430（12月 25日時点）、当期の営業収益は 270,062千円、販

売・一般管理費は 1,148,240千円となりました。なお、販管費の主な内訳は広告宣伝費

及び人件費です。経常損益は 836,632千円の純損失となりました。 
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 ２．業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移 

（単位：百万円） 

 令和 5 年 12 月期 令和 6 年 12 月期 令和 7 年 12 月期 

資本金 938 938 938 

発行済株式総数 45,437 45,437 45,437 

営業収益 22 90 270 

（受入手数料） 15 54 229 

 （（委託手数料）） 15 54 229 

 （（引受け・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の手数料）） 
- - - 

（（募集・売出し・特定投資家向け売

付け勧誘等の取扱い手数料）） 
- - - 

 （（その他の受入手数料）） 0 0 0 

（トレーディング損益） 0 0 0 

 （（株券等）） 0 0 0 

 （（債券等）） - - - 

 （（その他）） 0 0 0 

純営業収益 22 90 266 

経常損益 △1,354  △1,082  △836 

当期純損益 3,158  △1,117  80 

 

   (2) 有価証券引受・売買等の状況 

 

    ① 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

（単位：百万円） 

区分 令和 5年 12月期 令和 6年 12月期 令和 7年 12月期 

自   己 5 4 4 

委   託 11,145 34,358 150,629 

計 11,150 34,363 150,633 

 

①－2 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものに限る。） 

該当事項はありません。 

    

   ② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証

券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの

状況 

該当事項はありません。 
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②－2 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の

募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状

況（電子募集取扱業務に係るものに限る。） 

該当事項はありません。 

 

②－3 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有

価証券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取

扱いの状況（電子記録移転有価証券表示権利等に関する業務に係るものに限る。） 

該当事項はありません。 

 

    (3) その他業務の状況 

該当事項はありません。 

 

(4) 自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 令和 5年 12月期 令和 6年 12月期 令和 7年 12月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ

×100） 
1,310.8 468.9 756.6 

固定化されていない自己

資本（Ａ） 
3,635 2,534 2,620 

リスク相当額 

（Ｂ） 
277 540 346 

 

市場リスク相当額 58 76 81 

取引先リスク相当額 14 22 22 

基礎的リスク相当額 204 440 242 

暗号等資産等による

控除額 
0 0 0 

 

(5) 使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：名） 

 令和 5 年 12 月期 令和 6 年 12 月期 令和 7 年 12 月期 

使用人 46 名 35 名 32 名 

（うち外務員） 27 名 24 名 24 名 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

 １．経理の状況 

  (1) 貸借対照表 

        （単位：千円） 

科目 
当期 前期 

（2025 年 12 月 31 日現在） （2024 年 12 月 31 日現在） 

（資産の部）     

流動資産     

  現金・預金 2,014,037 2,220,578 

  預託金 5,476,650 1,233,000 

    顧客分別金信託 5,476,650 1,233,000 

  トレーディング商品 - 860 

    商品有価証券等 - 860 

  約定見返勘定 - - 

  信用取引資産 45,118 5,336 

  立替金 1,280 4,735 

  短期差入保証金 97,122 53,471 

    その他の差入保証金 97,122 53,471 

  前払費用 22,817 10,092 

  未収入金 39,696 71,822 

  未収収益 11,586 3,498 

  その他流動資産 108,693 275,280 

    預け金 105,319 265,768 

  為替予約(資産) 3,374 9,511 

流動資産計 7,817,002 3,878,675 

固定資産     

  有形固定資産 53,372 63,590 

    建物 33,332 36,672 

    器具・備品 20,040 26,918 

  無形固定資産 580 928 

    ソフトウェア 580 928 

  投資その他の資産 47,676 49,857 

    投資有価証券 189 165 

    出資金 - - 

    長期差入保証金 47,486 49,691 

固定資産計 101,629 114,375 

資産合計 7,918,631 3,993,051 
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科目 
当期 前期 

（2025 年 12 月 31 日現在） （2024 年 12 月 31 日現在） 

（負債の部）     

流動負債     

  預り金 3,688,711 1,234,828 

    顧客からの預り金 3,288,651 1,161,848 

    その他の預り金 400,059 72,980 

  約定見返り勘定（負債） - 674 

  信用取引負債 7,088 - 

  受入保証金 1,284,733 927 

    信用取引受入保証金 34,278 927 

    先物取引受入保証金 1,250,454 - 

  短期借入金 50,345 - 

  前受収益 128 128 

  未払金 - - 

  未払費用 74,826 47,198 

  未払法人税等 4,564 4,564 

  賞与引当金 62,247 45,821 

  その他の流動負債 - - 

流動負債計 5,172,645 1,334,143 

特別法上の準備金 9,161 2,245 

  金融商品取引責任準備金 9,161 2,245 

負債合計 5,181,807 1,336,389 

（純資産の部）     

株主資本 2,736,824 2,656,662 

  資本金 938,486 938,486 

  資本剰余金 438,486 438,486 

    資本準備金 438,486 438,486 

  利益剰余金 1,359,850 1,279,688 

    その他利益剰余金 1,359,850 1,279,688 

     繰越利益剰余金 1,359,850 1,279,688 

純資産合計 2,736,824 2,656,662 

負債・純資産合計 7,918,631 3,993,051 
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(2) 損益計算書 

        （単位：千円） 

科目 

当期 前期 

(2025 年 1 月 1 日から (2024 年 1 月 1 日から 

2025 年 12 月 31 日まで) 2024 年 12 月 31 日まで) 

営業収益 270,062 90,388 

  受入手数料 229,463 54,881 

  トレーディング損益 △ 292 56 

  金融収益 40,890 35,450 

金融費用 3,530 - 

純営業収益 266,532 90,388 

販売費・一般管理費 1,148,240 1,255,081 

  取引関係費 425,170 470,006 

  人件費 447,784 416,432 

  不動産関係費 65,143 64,739 

  事務費 53,195 53,145 

  減価償却費 12,420 14,738 

  租税公課 8,296 9,005 

  その他の販売管理費 136,228 227,013 

営業利益 △ 881,708 △ 1,164,692 

営業外収益 46,839 83,096 

営業外費用 1,762 870 

経常利益 △ 836,632 △ 1,082,465 

特別利益 924,660 422 

  有価証券売却益 - - 

  受贈益 924,660 - 

    固定資産売却益 - 422 

特別損失 6,916 34,224 

税引前当期純利益 81,111 △ 1,116,267 

法人税等、住民税及び事業税 950 950 

当期純利益 80,161 △ 1,117,217 
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(3) 株主資本等変動計算書 

       
（単位：千円） 

(2025 年 1 月 1 日から 2025 年 12 月 31 日まで) 

項 目 

株主資本  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 

純資産 

合計 
資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利

益 

準

備

金 

その他利益剰

余金 利益 

剰余金 

合計 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 938,486 438,486 438,486   1,279,688 1,279,688 2,656,662 2,656,662 

会計期間中の

変動額 
                

 新株の発行                 

 当期純損益         80,161 80,161 80,161 80,161 

会計期間中の

変動額合計 
        80,161 80,161 80,161 80,161 

当期末残高 938,486 438,486 438,486   1,359,850 1,359,850 2,736,824 2,736,824 

       
 

(2024 年 1 月 1 日から 2024 年 12 月 31 日まで) 

項 目 

株主資本 
純資産 

合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 

純資産 

合計 
資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利

益 

準

備

金 

その他利益剰

余金 利益 

剰余金 

合計 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 938,486 438,486 438,486   2,396,906 2,396,906 3,773,880 3,773,880 

会計期間中の

変動額 
                

 新株の発行                 

 当期純損益         △ 1,117,217 △ 1,117,217 △ 1,117,217 △ 1,117,217 

会計期間中の

変動額合計 
        △ 1,117,217 △ 1,117,217 △ 1,117,217 △ 1,117,217 

当期末残高 938,486 438,486 438,486   1,279,688 1,279,688 2,656,662 2,656,662 
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 ２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

                             （単位：百万円） 

（2025年 12月 31日現在 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

Webull Corporation 50 

 

 

 ３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除

く。）の取得価額、時価及び評価損益 

（単位：百万円） 

 
令和 6 年 12 月期 令和 7 年 12 月期 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

１．流動資産       

 (1) 株券 - - - - - - 

 (2) 債券 - - - - - - 

 (3) その他 - - - - - - 

２．固定資産       

 (1) 株券 0 0 0 0 0 0 

 (2) 債券 - - - - - - 

 (3) その他 - - - - - - 

合   計 0 0 0 0 0 0 

(注) トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。 

 

 ４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）

の契約価額、時価及び評価損益 

  該当事項はありません。 

 

 ５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、SKIP 監査法人による監査を受け、監査

報告を受領しております。 

   

Ⅳ．管理の状況 

１．内部管理の状況の概要 

(1) お客さまからの相談及び苦情に対する具体的な取扱い方法  

当社はお客様からの相談及び苦情を、当社が提供する取引アプリのメッセージ機能、

電子メール及び電話にて受け付けています。いただいた相談及び苦情は、個人情報

を除いて社内で共有し、業務や提供サービスの改善に役立てています。 

当社では「顧客本位の業務運営方針」に基づき、お客さま本位の業務運営のための

各種取組みを行っています。特に、経営陣も参加する「お客様の声委員会」を四半

期ごとに開催し、取引を希望する米国市場の銘柄や取引アプリの機能改善等の、お
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客様から頂いたご意見を共有しています。これにより、取扱商品の拡大やサービス

改善を通じたお客様の満足度の向上に努めています。  

 

(2) 内部管理態勢  

当社は、３つの防衛線（第１線（事業部門）、第２線（法務・コンプライアンス部及

びリスク管理部）及び第３線（内部監査室））による内部管理態勢を構築しておりま

す。また、全社のコンプライアンス態勢に係る総責任者として法務・コンプライア

ンス部長を内部管理統括責任者に任命し、必要に応じて各部署に営業責任者と内部

管理責任者を配置しています。 

当社の各業務は、法務・コンプライアンス部による第２線のモニタリング及び内部

監査室による第３線の内部監査の対象となっています。また、内部管理統括責任者

を委員長として各部署長が参加するコンプライアンス委員会を設置し、法令諸規則

の遵守に係る情報を共有しています。これらにより、内部管理態勢の充実化を図っ

ています。 

 

（３） リスク管理態勢 

当社では、オペレーション本部リスク管理部をリスク管理の統括部門としています。

同部は、関連部門と連携して当社のリスクを網羅的・総括的に管理します。また、

重要なリスク関連情報はリスク管理委員会や取締役会に報告しています。取締役会

は、オペレーション本部リスク管理部より重要なリスク情報についての報告を受け

た場合は、当該リスクへの対応やその他必要な施策を検討し、実施します。 

また、当社は、リスクマネジメントに関する規程の整備等、管理体制を整備し、リ

スクが顕在化した場合に迅速かつ適切な情報伝達及び対応が可能な体制を構築して

います。加えて、オペレーション本部リスク管理部は、全従業員に対して毎年定期

的に研修を実施し、リスク管理に関する個々の意識醸成を促します。 

証券会社の財務の健全性の指標となる自己資本規制比率については、オペレーショ

ン本部リスク管理部が毎営業日ごとに算出して代表取締役に報告する他、毎月末の

自己資本規制比率及びその詳細を取締役会に報告しています。 

 

（４） 内部監査態勢 

業務の健全かつ適切な運営のために、内部管理態勢の有効性、妥当性を検証・評価

することを目的として、取締役会直属の独立した組織である内部監査室を設置して

います。内部監査室は、業務全般におけるリスク状況等を考慮して策定、取締役会

で決議された監査計画に基づいて内部監査を実施し、その結果は代表取締役・取締

役会に報告されます。 また、監査役及び会計監査人と連携することで、コーポレー

ト・ガバナンス機能の確保を図っています。 
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２．分別管理等の状況 

(1) 金融商品取引法第 43条の２の規定に基づく分別管理の状況 

    ① 顧客分別金信託の状況 

（単位：百万円） 

項   目 
令和 6年 12月 31日現在の

金額 

令和 7年 12月 31日現在 

の金額 

直近差替計算基準日の顧

客分別金必要額 
1,212 5,337 

期末日現在の顧客分別金

信託額 
1,233 5,468 

期末日現在の顧客分別金

必要額 
1,158 4,586 

      

    ② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

     イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
令和 6年 12月 31日現在 令和 7年 12月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数    845 千株  90,387 千株 1,173 千株 92,715 千株 

債券 
額 面 金

額 
  -百万円    -百万円   -百万円    -百万円 

受益証券 口数    0 百万口   223 百万口    0 百万口  2,875 百万口 

その他 
額 面 金

額 
 -   -    -    -   

 

     ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
令和 6 年 12 月 31 日現在 令和 7 年 12 月 31 日現在 

数   量 数   量 

株券 株数         4 千株    4 千株 

債券 額面金額         -百万円   -百万円 

受益証券 口数         0 百万口   0 百万口 

その他 額面金額             -       -  

 

    ハ 管理の状況 

（保管場所） 

管理場所及び国名 管理方法 

証券保管振替機構 振替決済 

Apex Clearing Corporation（米国） 混合管理 

  The Bank of New York Mellon SA/NV, Dublin Branch 混合管理 

Computershare Investor Services Pty Limited（豪国） 混合管理 
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    ③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

該当事項はありません。 

     

    ④ 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等（令第１条の 12 第２号に規定する

権利を除く。）に限る。）の分別管理の状況 

該当事項はありません。 

      

(2) 金融商品取引法第 43条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 

   

  (3) 金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示

権利等に係るものを除く。）の状況 

該当事項はありません。 

  

(3－2) 金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券

表示権利等（金融商品取引法施行令第１条の 12第２号に規定する権利を除く。）

に限る。）の区分管理の状況 

該当事項はありません。 

  

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

    該当事項はありません。  

 

以  上 


